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「東海ネーデルランド高潮・洪水地域協議会」 

ニュースレター 第４6 号 
 

【第３9 回作業部会 結果報告】 
 

■（当初予定）開催日時：令和６年８月２７日（火）１０：0０～１２：００ 

■（当初予定）開催場所：ＷＥＢ会議システム（Microsoft Teams） 

    ※当初はＷＥＢ会議開催の予定をしていたが、 

     令和６年台風第１０号接近のため、書面開催に変更した。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １．自主的危機回避行動の呼びかけ   ３．令和６年度の台風対応（試行） 

   に伴う課題            ４．討論型図上訓練 （情報伝達訓練） の企画提案 

 ２．ミーティングの検討結果  

 

令和６年８月２３日（金）９：４５発表の台風予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

中部管区警察局、東海総合通信局、東海財務局、東海北陸厚生局、東海農政局、中部経済産業局、 

中部近畿産業保安監督部、国土地理院、中部地方整備局、中部運輸局、名古屋地方気象台、 

第四管区海上保安本部、陸上自衛隊第１０師団、内閣府、岐阜県、愛知県、三重県、 

愛知県名古屋市、岐阜県海津市、岐阜県養老町、愛知県津島市、愛知県稲沢市、愛知県愛西市、 

愛知県弥富市、愛知県あま市、愛知県大治町、愛知県蟹江町、愛知県飛島村、三重県桑名市、 

三重県木曽岬町、三重県朝日町、三重県川越町、日本赤十字社愛知県支部 、 

日本放送協会名古屋放送局、日本銀行名古屋支店、中日本高速道路㈱名古屋支社、東海旅客鉄道㈱、 

近畿日本鉄道㈱鉄道本部、名古屋鉄道㈱、西日本電信電話㈱東海支店、東邦瓦斯㈱、中部電力㈱、 

㈱ＮＴＴドコモ東海支社、中部地区ＬＰガス連合会、名古屋港管理組合、四日市港管理組合、 

公益社団法人愛知県バス協会、公益社団法人三重県バス協会、岐阜県警察本部、愛知県警察本部、 

三重県警察本部、東海商工会議所連合会、一般社団法人中部経済連合会 全５３機関 

■作業部会構成機関  

■第３９回作業部会（書面開催）の概要 
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■令和６年度第１回ＷＧ（令和６年６月１４日）から第３９回作業部会に至るまでの経緯                  

 第１回ＷＧでは、広域避難計画を集中的に議論できる場として関係機関によるミーティングを

行うこととした。関係機関によるミーティングは計４回開催し、広域避難に関する現状や課題を明

らかにした。これらを踏まえて、現時点で実施可能な行動計画を第３９回作業部会で共有し、令和

６年度の台風からの取り組みとした。 

 

■第３９回作業部会の議事概要                                    

１．自主的危機回避行動の呼びかけに伴う課題の共有 

 自主的危機回避行動の呼びかけについて、ミーティングでは、「広域避難計画全体の課題の分析

を行うべき」等、現時点では課題が多いことが明らかになった一方で、伊勢湾台風級の台風が接近

する状況においては各自治体が、それぞれの手法や判断で住民に対して早めの避難行動を呼びか

けるとの意見もあった。また、中部地方整備局と名古屋地方気象台による合同記者会見が、それぞ

れの自治体の避難呼びかけ行動の後押しになることが分かった。 

２．ミーティングの検討結果 

 ミーティングで議論した結果を基に、台風対応（試行）を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．令和６年度の台風対応（試行） 

 以下（１）（２）を試行することとした。 

（１）中部地方整備局・名古屋地方気象台が

気象情報等を発表する合同記者会見
の開催について事前にＴＮＴ関係機

関へ周知すること 

（２）中部地方整備局・名古屋地方気象台で

構成する“ＴＮＴ情報共有準備室”が

設置されたとき、“設置したこと”を記

者発表すること 

 

４．討論型図上訓練（情報伝達訓練）の企画提案 

 構成機関がより緊密に繋がることを目的とし、構成機関が活発に意見交換できる場として、訓練

を行うことを提案した。 

 

 

協議会事務局（中部地方整備局河川部）令和７年3月発行 

当ニュースレターに関しまして、ご意見・お気付きの点等がございましたら、右記のメールアドレスまでご連絡ください。cbr-k-center@mlit.go.jp 


